
平成29年6月12日

第 2 1 回 定 時 株 主 総 会 招 集 ご 通 知 に 際 し て の
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表

計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

( 平成28年 4 月 1 日から )平成29年 3 月31日まで

ソースネクスト株式会社

法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.sourcenext.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供しているも
のであります。



連結注記表
1．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
(1)  連結の範囲に関する事項

①  連結子会社の状況
・連結子会社の数　　　　　　　2社
・連結子会社の名称　　　　　　SOURCENEXT Inc.
　　　　　　　　　　　　　　　マイザ株式会社

②  非連結子会社の状況
　　該当事項はありません。

(2)  持分法の適用に関する事項
該当事項はありません。

(3)  連結の範囲の変更に関する注記
当連結会計年度において、マイザ株式会社の株式を取得し、連結の範囲に含めております。

(4)  連結子会社の事業年度に関する事項
SOURCENEXT Inc.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。
マイザ株式会社の決算日は３月31日であります。

(5)  会計方針に関する事項
①  重要な資産の評価基準及び評価方法

　　イ．有価証券
　　　　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　 移動平均法による原価法
　　ロ．たな卸資産

・商品及び製品　　　　　　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定)

・貯蔵品　　　　　　　　　 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

②  重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

当社は、定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、以下の通りであります。
建物 6年
工具器具備品 5～8年

ロ．無形固定資産
市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と、残存有効期間（3
年）に基づく均等配分額のいずれか大きい額を償却しております。
自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法
により償却を行なっております。
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契約関連無形資産については、経済的耐用年数に基づく定額法により償却を行なっておりま
す。
商標権については、主に5年間の均等償却を行なっております。

③  重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
ロ．返品調整引当金　　　　　　売上返品による損失に備えるため、過去の返品率の実績に基づき返品調整引当金を計上してお

ります。
ハ．賞与引当金　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、過去の支給実績及び支給見込額に基づき計

上しております。
ニ．アフターサービス引当金　　「ZERO」シリーズ製品販売後の無償アップデートサービスに備えるため、合理的に見積もる

ことが可能な期間に発生が予測される当該サービスに対する費用を見積もり、同期間に計画さ
れた各製品の販売金額に対応させるべく、販売実績に応じて計上しております。

④  のれんの償却方法及び償却期間
効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却しております。

⑤  消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

2．会計方針の変更に関する注記
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、有形固定資産の減価償却方法について主として定率法（連結子会社については定額法）を採用しておりましたが、当
連結会計年度より定額法に変更しております。
　この変更は、当連結会計年度における当社の本社移転を契機として、有形固定資産の使用実態を調査・検討した結果、有形
固定資産全般につき今後使用期間にわたって安定的かつ継続的に使用されるものと見込まれることから、定額法による減価償
却を行なうことが、当社の有形固定資産の使用実態をより適切に反映する合理的な方法であると判断しました。
　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ39,017千円増加しております。

　（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当連結会計年度
から適用しております。

3．連結貸借対照表に関する注記
　   有形固定資産の減価償却累計額 97,370千円
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4．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1)  当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 31,732,000 － － 31,732,000

(2)  自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式（株） 6 772,000 － 772,006

(3)  剰余金の配当に関する事項
　①  配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月27日
定時株主総会 普通株式 148,505 4.68 平成28年3月31日 平成28年６月28日

　②  基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
（千円）

1株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成29年６月28日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 191,642 6.19 平成29年3月31日 平成29年6月29日

(4)  当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株式の種類及び数
普通株式　52,300株
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5．金融商品に関する注記
(1)  金融商品の状況に関する事項
　①  金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については、短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入を金融商品に対する取組方針と
しております。

　②  金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先
ごとの期日管理及び残高管理を行なうとともに、主な取引先の信用状況を適宜把握する体制としております。
　投資有価証券は、主に株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されていますが、定期的に発行体の財
務状況や時価の把握を行なっております。
　営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日です。未払法人税等は、そのほとんどが2カ月以内に
納付期限が到来するものであります。
　借入金は、主に設備投資、製品開発投資、運転資金に係る資金調達であります。
　営業債務、未払法人税等、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社は、適宜資金繰計画を作成するなどの方法によ
り管理しております。

　③  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれております。
当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動すること
もあります。

(2)  金融商品の時価等に関する事項
　平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。

連結貸借対照表計上額 時価 差額

①  現金及び預金 3,699,654千円 3,699,654千円 －千円

②  売掛金 1,648,116 1,648,116 －

③  投資有価証券 11,360 11,360 －

資産計 5,359,131 5,359,131 －

①  買掛金 414,210 414,210 －

②  短期借入金 1,940,000 1,940,000 －

③  未払金 919,025 919,025 －

④  未払法人税等 517,912 517,912 －

負債計 3,791,148 3,791,148 －
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（注）1．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資産
①  現金及び預金、②  売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
③  投資有価証券

　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
負債
①  買掛金、②  短期借入金、③  未払金、④  未払法人税等

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

2．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の通りであり、「（2）金融商品の時価等に関する事項③投資有価証券」には含
めておりません。
非上場株式等（連結貸借対照表計上額227,339千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか
ら、時価開示の対象としておりません。

3．金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

1年以内 1年超5年以内 5年超10年以内 10年超

現金及び預金 3,699,654 － － －

売掛金 1,648,116 － － －

合計 5,347,771 － － －

6．1株当たり情報に関する注記
(1)  1株当たり純資産額 172円81銭

(2)  1株当たり当期純利益 34円31銭
（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 1,070,828

普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（千円） 1,070,828

普通株式の期中平均株式数（株） 31,211,828

7．重要な後発事象に関する注記
　株式取得による会社等の買収

　当社は、平成29年４月５日付けで、株式会社筆まめの親会社である株式会社ソフトフロントホールディングスと、株式会社筆
まめの株式譲渡契約を締結いたしました。
(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　株式会社筆まめ
事業の内容　　　　はがき・住所録ソフト「筆まめ」を始めとしたソフトウェア製品の企画・開発・販売

② 企業結合を行なった主な理由
　当社は、主力製品であるハガキ作成ソフトの「筆王」を始め、「いきなりPDF」「驚速」「超便利ツールズ」「超電池」
など、ヒット製品のIP（知的財産権）を自社で保有しております。また、積極的にM&A等を活用して保有IP数を拡大するこ
とで事業展開を加速させていくことを経営方針としております。
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　当社グループが株式会社筆まめの保有する「筆まめ」等のすべての製品を保有することで、製品の家電量販店等での販売に
加え、当社グループの顧客基盤を活かしたオンライン販売や製品の改善等を積極的に推し進めることにより、両社のさらなる
発展に繋げることが可能になります。また、株式会社筆まめの持つ顧客基盤を引き継ぐことにより当社製品の更なる拡販にも
繋がる見込みです。このため、同社の株式を取得し、子会社化することといたしました。

③ 企業結合日
平成29年5月11日

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得

⑤ 企業結合後の名称
変更はありません。

⑥ 取得した議決権比率
100％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式取得するためであります。

(2) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金 7億99百万円

取得原価 7億99百万円

(3) 主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリー費用（概算額） 13百万円

(4) 発生するのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
現時点では確定しておりません。

(5) 企業結合日に受け入れる資産及び引き受ける負債の額並びにその主な内訳
現時点では確定しておりません。
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個別注記表
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)  有価証券の評価基準及び評価方法
　①  関係会社株式　　　　　　　　 移動平均法による原価法
　②  その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法

(2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法
　①  商品及び製品　　　　　　　　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）
　②  貯蔵品　　　　　　　　　　　 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

(3)  固定資産の減価償却の方法
　①  有形固定資産

定額法
なお、主な耐用年数は以下の通りであります。
建物 6年
工具器具備品 5～8年

　②  無形固定資産
市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売収益に基づく償却額と、残存有効期間（3
年）に基づく均等配分額のいずれか大きい額を償却しております。
自社利用目的のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法
により償却を行なっております。
契約関連無形資産については、経済的耐用年数に基づく定額法により償却を行なっておりま
す。
商標権については、主に5年間の均等償却を行なっております。

(4)  引当金の計上基準
　①  貸倒引当金　　　　　　　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　②  返品調整引当金　　　　　　　 売上返品による損失に備えるため、過去の返品率の実績に基づき返品調整引当金を計上してお
ります。

　③  賞与引当金　　　　　　　　　 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、過去の支給実績及び支給見込額に基づき計
上しております。

　④  アフターサービス引当金　　　 「ZERO」シリーズ製品販売後の無償アップデートサービスに備えるため、合理的に見積もる
ことが可能な期間に発生が予測される当該サービスに対する費用を見積もり、同期間に計画さ
れた各製品の販売金額に対応させるべく、販売実績に応じて計上しております。

(5)  消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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2．会計方針の変更に関する注記
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　従来、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用しておりましたが、当事業年度より定額法に変更しております。
　この変更は、当事業年度における当社の本社移転を契機として、有形固定資産の使用実態を調査・検討した結果、有形固定
資産全般につき今後使用期間にわたって安定的かつ継続的に使用されるものと見込まれることから、定額法による減価償却を
行なうことが、当社の有形固定資産の使用実態をより適切に反映する合理的な方法であると判断しました。
　この結果、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ39,017千円増加しております。

　（追加情報）
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当事業年度から
適用しております。

3．貸借対照表に関する注記
(1)  有形固定資産の減価償却累計額 87,400千円

(2)  関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　   短期金銭債権 4,627千円
　   短期金銭債務 1,102千円

4．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 168,800千円

5．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 772,006株

6．税効果会計に関する注記
(1)  繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　繰延税金資産
　　製品評価損 37,703千円
　　未払事業税 27,141千円
　　返品調整引当金 83,924千円
　　アフターサービス引当金 5,790千円
　　前渡金評価損 5,135千円
　　ソフトウェア償却費否認 12,824千円
　　商標権償却費否認 22,471千円
　　その他 32,159千円
　繰延税金資産合計 227,151千円
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 △618千円
　繰延税金負債合計 △618千円
　繰延税金資産の純額 226,533千円

(2)  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目の内訳
　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税率の100分の５以下であるため、注記を省略し
ております。
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7．関連当事者との取引に関する注記
　  役員及び個人主要株主等

種類 会社等の名称
又は氏名

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
ている会社等
（当該会社等の
子会社を含む）

日比谷パーク
法律事務所 法律事務所 － － 弁護士報酬

（注）2 16,200 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）1．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等の金額が含まれております。
　　　2．弁護士報酬については、日本弁護士連合会が定めていた従前の報酬基準規程を参考に、他の弁護士の報酬と同様の条件で決定しております。

8．1株当たり情報に関する注記
(1)  1株当たり純資産額 173円34銭

(2)  1株当たり当期純利益 35円48銭
（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。

損益計算書上の当期純利益（千円） 1,107,367
普通株主に帰属しない金額（千円） －
普通株式に係る当期純利益（千円） 1,107,367
普通株式の期中平均株式数（株） 31,211,828

9．重要な後発事象に関する注記
　株式取得による会社等の買収

　当社は、平成29年４月５日付けで、株式会社筆まめの親会社である株式会社ソフトフロントホールディングスと、株式会社筆
まめの株式譲渡契約を締結いたしました。
　なお、詳細につきましては、「連結計算書類　連結注記表　７.重要な後発事象に関する注記」に記載のとおりであります。
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